
議案第１０６号 

さいたま市市税条例等の一部を改正する条例の制定について

さいたま市市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２７年６月１０日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

さいたま市市税条例等の一部を改正する条例

 （さいたま市市税条例の一部改正）

第１条 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（所得割の課税標準） （所得割の課税標準）

第１９条 ［略］ 第１９条 ［略］

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額は、法又はこれに基づく政令で特別の定めを

する場合を除くほか、それぞれ所得税法（昭和４

０年法律第３３号）その他の所得税に関する法令

の規定による所得税法第２２条第２項又は第３項

の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の

計算の例によって算定する。ただし、同法第６０

条の２から第６０条の４までの規定の例によらな

いものとする。

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額は、法又はこれに基づく政令で特別の定めを

する場合を除くほか、それぞれ所得税法（昭和４

０年法律第３３号）その他の所得税に関する法令

の規定による所得税法第２２条第２項又は第３項

の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の

計算の例によって算定する。

３～６ ［略］ ３～６ ［略］

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族申告書）

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族申告書）

第２９条の３ ［略］ 第２９条の３ ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告

書の提出の際に経由すべき公的年金等支払者が所

得税法第２０３条の５第５項に規定する納税地の

所轄税務署長の承認を受けている場合には、施行

規則で定めるところにより、当該申告書の提出に

代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告

書の提出の際に経由すべき公的年金等支払者が所

得税法第２０３条の５第４項に規定する納税地の

所轄税務署長の承認を受けている場合には、施行

規則で定めるところにより、当該申告書の提出に

代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告



書に記載すべき事項を電磁的方法により提供する

ことができる。

書に記載すべき事項を電磁的方法により提供する

ことができる。

５ ［略］ ５ ［略］

 （法人の市民税の申告納付）  （法人の市民税の申告納付）

第４５条 ［略］ 第４５条 ［略］

２～５ ［略］ ２～５ ［略］

６ 法人税法第８１条の２２第１項の規定によって

法人税に係る申告書を提出する義務がある法人で

同法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けて

いるものが、同条第４項の規定の適用を受ける場

合には、当該法人及び当該法人との間に連結完全

支配関係（同法第２条第１２号の７の７に規定す

る連結完全支配関係をいう。第４６条第３項及び

第４８条第２項において同じ。）がある連結子法

人（同法第２条第１２号の７に規定する連結子法

人をいう。第４６条第３項及び第４８条第２項に

おいて同じ。）（連結申告法人（同法第２条第１

６号に規定する連結申告法人をいう。第４８条第

２項において同じ。）に限る。）については、同

法第８１条の２４第４項の規定の適用に係る当該

申告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期間

に限り、当該連結法人税額に係る個別帰属法人税

額を課税標準として算定した法人税割額及びこれ

と併せて納付すべき均等割額については、当該連

結法人税額について同法第８１条の２４第１項の

規定の適用がないものとみなして、第８条の規定

を適用することができる。

６ 法人税法第８１条の２２第１項の規定によって

法人税に係る申告書を提出する義務がある法人で

同法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けて

いるものが、同条第４項の規定の適用を受ける場

合には、当該法人及び当該法人との間に連結完全

支配関係（同法第２条第１２号の７の７に規定す

る連結完全支配関係をいう。第４６条第３項及び

第４８条第２項において同じ。）がある連結子法

人（同法第２条第１２号の７の３に規定する連結

子法人をいう。第４６条第３項及び第４８条第２

項において同じ。）（連結申告法人（同法第２条

第１６号に規定する連結申告法人をいう。第４８

条第２項において同じ。）に限る。）については、

同法第８１条の２４第４項の規定の適用に係る当

該申告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期

間に限り、当該連結法人税額に係る個別帰属法人

税額を課税標準として算定した法人税割額及びこ

れと併せて納付すべき均等割額については、当該

連結法人税額について同法第８１条の２４第１項

の規定の適用がないものとみなして、第８条の規

定を適用することができる。

 （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続）  （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続）

第４６条 ［略］ 第４６条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 前項の場合において、法第３２１条の１１第１

項又は第３項の規定による更正の通知をした日が、

法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第

１９項の申告書を提出した日（当該申告書がその

提出期限前に提出された場合には、当該申告書の

提出期限）の翌日から１年を経過する日後である

ときは、詐偽その他不正の行為により市民税を免

れた場合を除き、当該１年を経過する日の翌日か

ら当該通知をした日（法人税に係る修正申告書を

提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定がさ

れたこと（同条第２項又は第４項の申告書を提出

すべき法人が連結子法人の場合にあっては、当該

連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結

親法人（法人税法第２条第１２号の６の７に規定

する連結親法人をいう。以下この項において同じ。

）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人

が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税

に係る更正若しくは決定を受けたこと）による更

正に係るものにあっては、当該修正申告書を提出

３ 前項の場合において、法第３２１条の１１第１

項又は第３項の規定による更正の通知をした日が、

法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第

１９項の申告書を提出した日（当該申告書がその

提出期限前に提出された場合には、当該申告書の

提出期限）の翌日から１年を経過する日後である

ときは、詐偽その他不正の行為により市民税を免

れた場合を除き、当該１年を経過する日の翌日か

ら当該通知をした日（法人税に係る修正申告書を

提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定がさ

れたこと（同条第２項又は第４項の申告書を提出

すべき法人が連結子法人の場合にあっては、当該

連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結

親法人（法人税法第２条第１２号の７の２に規定

する連結親法人をいう。以下この項において同じ。

）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人

が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税

に係る更正若しくは決定を受けたこと）による更

正に係るものにあっては、当該修正申告書を提出



した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通

知をした日）までの期間は、延滞金の計算の基礎

となる期間から控除する。

した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通

知をした日）までの期間は、延滞金の計算の基礎

となる期間から控除する。

第６４条 法第３４８条第２項第１０号から第１０

号の１０までの固定資産について同項本文の規定

の適用を受けようとする者は、土地については第

１号及び第２号に、家屋については第３号及び第

４号に、償却資産については第５号及び第６号に

掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなけ

ればならない。この場合において、当該固定資産

が同項第１０号から第１０号の１０までに規定す

る事業又は施設（以下この条において「社会福祉

事業等」という。）を経営する者の所有に属しな

いものである場合においては、当該固定資産を当

該社会福祉事業等を経営する者に無料で使用させ

ていることを証明する書類を添付しなければなら

ない。

第６４条 法第３４８条第２項第１０号から第１０

号の９までの固定資産について同項本文の規定の

適用を受けようとする者は、土地については第１

号及び第２号に、家屋については第３号及び第４

号に、償却資産については第５号及び第６号に掲

げる事項を記載した申告書を市長に提出しなけれ

ばならない。この場合において、当該固定資産が

同項第１０号から第１０号の９までに規定する事

業又は施設（以下この条において「社会福祉事業

等」という。）を経営する者の所有に属しないも

のである場合においては、当該固定資産を当該社

会福祉事業等を経営する者に無料で使用させてい

ることを証明する書類を添付しなければならない。

⑴～⑹ ［略］ ⑴～⑹ ［略］

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくな

った固定資産の所有者がすべき申告）

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくな

った固定資産の所有者がすべき申告）

第６６条 法第３４８条第２項第３号、第９号から

第１０号の１０まで、第１１号の３から第１１号

の５まで又は第１２号の固定資産として同項本文

の規定の適用を受けていた固定資産について、当

該各号に掲げる用途に供しないこととなった場合

又は有料で使用させることとなった場合において

は、当該固定資産の所有者は、その旨を直ちに市

長に申告しなければならない。

第６６条 法第３４８条第２項第３号、第９号から

第１０号の９まで、第１１号の３から第１１号の

５まで又は第１２号の固定資産として同項本文の

規定の適用を受けていた固定資産について、当該

各号に掲げる用途に供しないこととなった場合又

は有料で使用させることとなった場合においては、

当該固定資産の所有者は、その旨を直ちに市長に

申告しなければならない。

 （都市計画税の納税義務者等）  （都市計画税の納税義務者等）

第１５２条 ［略］ 第１５２条 ［略］

２ 前項の「価格」とは、当該土地又は家屋に係る

固定資産税の課税標準となるべき価格（法第３４

９条の３第１０項から第１２項まで、第２３項、

第２４項、第２６項、第２８項又は第３０項から

第３３項までの規定の適用を受ける土地又は家屋

にあっては、その価格に当該各項に定める率を乗

じて得た額）をいい、前項の「所有者」とは、当

該土地又は家屋に係る固定資産税について法第３

４３条において所有者又は所有者とみなされる者

をいう。

２ 前項の「価格」とは、当該土地又は家屋に係る

固定資産税の課税標準となるべき価格（法第３４

９条の３第１０項から第１２項まで、第２３項、

第２４項、第２６項又は第２８項の規定の適用を

受ける土地又は家屋にあっては、その価格に当該

各項に定める率を乗じて得た額）をいい、前項の

「所有者」とは、当該土地又は家屋に係る固定資

産税について法第３４３条において所有者又は所

有者とみなされる者をいう。

３・４ ［略］ ３・４ ［略］

   附 則    附 則

 （納期限の延長に係る延滞金の特例）  （納期限の延長に係る延滞金の特例）

第１０条 当分の間、日本銀行法（平成９年法律第

８９号）第１５条第１項第１号の規定により定め

られる商業手形の基準割引率が年５．５パーセン

第１０条 当分の間、日本銀行法（平成９年法律第

８９号）第１５条第１項第１号の規定により定め

られる商業手形の基準割引率が年５．５パーセン



トを超えて定められる日からその後年５．５パー

セント以下に定められる日の前日までの期間（当

該期間内に前条第２項の規定により第４８条に規

定する延滞金の割合を同項に規定する特例基準割

合とする年に含まれる期間がある場合には、当該

期間を除く。以下この項において「特例期間」と

いう。）内（法人税法第７５条の２第１項（同法

第１４４条の８において準用する場合を含む。）

の規定により延長された法第３２１条の８第１項

に規定する申告書の提出期限又は法人税法第８１

条の２４第１項の規定により延長された法第３２

１条の８第４項に規定する申告書の提出期限が当

該年５．５パーセント以下に定められる日以後に

到来することとなる市民税に係る申告基準日が特

例期間内に到来する場合における当該市民税に係

る第４８条の規定による延滞金にあっては、当該

年５．５パーセントを超えて定められる日から当

該延長された申告書の提出期限までの期間内）は、

特例期間内にその申告基準日の到来する市民税に

係る第４８条に規定する延滞金の年７．３パーセ

ントの割合は、同条及び前条第２項の規定にかか

わらず、当該年７．３パーセントの割合と当該申

告基準日における当該商業手形の基準割引率のう

ち年５．５パーセントの割合を超える部分の割合

を年０．２５パーセントの割合で除して得た数を

年０．７３パーセントの割合に乗じて計算した割

合とを合計した割合（当該合計した割合が年１２

．７７５パーセントの割合を超える場合には、年

１２．７７５パーセントの割合）とする。

トを超えて定められる日からその後年５．５パー

セント以下に定められる日の前日までの期間（当

該期間内に前条第２項の規定により第４８条に規

定する延滞金の割合を同項に規定する特例基準割

合とする年に含まれる期間がある場合には、当該

期間を除く。以下この項において「特例期間」と

いう。）内（法人税法第７５条の２第１項（同法

第１４５条第１項において準用する場合を含む。

）の規定により延長された法第３２１条の８第１

項に規定する申告書の提出期限又は法人税法第８

１条の２４第１項の規定により延長された法第３

２１条の８第４項に規定する申告書の提出期限が

当該年５．５パーセント以下に定められる日以後

に到来することとなる市民税に係る申告基準日が

特例期間内に到来する場合における当該市民税に

係る第４８条の規定による延滞金にあっては、当

該年５．５パーセントを超えて定められる日から

当該延長された申告書の提出期限までの期間内）

は、特例期間内にその申告基準日の到来する市民

税に係る第４８条に規定する延滞金の年７．３パ

ーセントの割合は、同条及び前条第２項の規定に

かかわらず、当該年７．３パーセントの割合と当

該申告基準日における当該商業手形の基準割引率

のうち年５．５パーセントの割合を超える部分の

割合を年０．２５パーセントの割合で除して得た

数を年０．７３パーセントの割合に乗じて計算し

た割合とを合計した割合（当該合計した割合が年

１２．７７５パーセントの割合を超える場合には、

年１２．７７５パーセントの割合）とする。

２ ［略］ ２ ［略］

第１５条の３の２ 平成２２年度から平成４１年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の

納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を

受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住

年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１

年から平成３１年までの各年である場合に限る。

）において、前条第１項の規定の適用を受けない

ときは、法附則第５条の４の２第６項（同条第９

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。

）に規定するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第２１条及び第２４条の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。

第１５条の３の２ 平成２２年度から平成３９年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の

納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置

法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を

受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住

年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１

年から平成２９年までの各年である場合に限る。

）において、前条第１項の規定の適用を受けない

ときは、法附則第５条の４の２第６項（同条第９

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。

）に規定するところにより控除すべき額を、当該

納税義務者の第２１条及び第２４条の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める

割合）

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める

割合）

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の



右欄に定めるものとする。 右欄に定めるものとする。

 ［略］

法附則第１５条第２項第６号  ［略］

法附則第１５条第８項 ３分の２

法附則第１５条第１８項本文 ５分の３

法附則第１５条第１８項ただし書 ２分の１

法附則第１５条第３０項 ２分の１

法附則第１５条第３１項 ２分の１

法附則第１５条第３６項 ３分の２

法附則第１５条第３９項  ［略］

法附則第１５条第４０項

法附則第１５条の８第４項 ３分の２

 ［略］

法附則第１５条第２項第６号 ［略］

法附則第１５条第３７項  ［略］

法附則第１５条第３８項

（たばこ税の税率の特例）

第３６条 削除 第３６条 たばこ事業法附則第２条の規定による廃

止前の製造たばこ定価法（昭和４０年法律第１２

２号）第１条第１項に規定する紙巻たばこ３級品

の当該廃止の時における品目と同一である喫煙用

の紙巻たばこに係るたばこ税の税率は、第１０３

条の規定にかかわらず、当分の間、１，０００本

につき２，４９５円とする。

２ 前項の規定の適用がある場合における第１０６

条第１項から第４項までの規定の適用については、

同条第１項中「第３４号の２様式」とあるのは「

第４８号の５様式」と、同条第２項中「第３４号

の２の２様式」とあるのは「第４８号の６様式」

と、同条第３項中「第３４号の２の６様式」とあ

るのは「第４８号の９様式」と、同条第４項中「

第３４号の２様式又は第３４号の２の２様式」と

あるのは「第４８号の５様式又は第４８号の６様

式」とする。

（宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義

務の免除等）

（宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義

務の免除等）

第５２条 附則第３０条の規定は、都市計画税につ

いて準用する。この場合において、同条中「固定

資産税」とあるのは、「都市計画税」とする。

第５２条 附則第３０条の規定は、都市計画税につ

いて準用する。この場合において、これらの規定

中「固定資産税」とあるのは、「都市計画税」と

する。

（読替規定） （読替規定）

第５４条 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

７項から第２４項まで、第２６項、第２８項、第

３２項、第３６項、第３７項若しくは第４２項、

第１５条の２第２項又は第１５条の３の規定の適

用がある各年度分の都市計画税に限り、第１５２

条第２項中「又は第３０項から第３３項まで」と

第５４条 法附則第１５条第１項、第１１項、第１

５項から第２２項まで、第２４項、第２６項、第

３０項、第３４項、第３５項若しくは第４０項、

第１５条の２第２項又は第１５条の３の規定の適

用がある各年度分の都市計画税に限り、第１５２

条第２項中「又は第２８項」とあるのは、「若し



あるのは、「若しくは第３０項から第３３項まで

又は法附則第１５条から第１５条の３まで」とす

る。

くは第２８項又は法附則第１５条から第１５条の

３まで」とする。

 （さいたま市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 さいたま市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年さいたま市条例第

４５号）の一部を次のように改正する。

  第１条中第１４条の改正を次のように改める。

（市民税の納税義務者等） （市民税の納税義務者等）

第１４条 ［略］ 第１４条 ［略］

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事

業所を有しない法人（以下この節において「外国

法人」という。）に対するこの節の規定の適用に

ついては、恒久的施設（法第２９２条第１項第１

４号に規定する恒久的施設をいう。）をもって、

その事務所又は事業所とする。

２ 外国法人に対するこの節の規定の適用について

は、その事業が行われる場所で地方税法施行令（

昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。

）第４６条の４に規定する場所をもってその事務

所又は事業所とする。

３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の

定めがあり、かつ、地方税法施行令（昭和２５年

政令第２４５号。以下「令」という。）第４７条

に規定する収益事業を行うもの（当該社団又は財

団で収益事業を廃止したものを含む。第１８条第

２項の表第１号において「人格のない社団等」と

いう。）又は法人課税信託の引受けを行うものは、

法人とみなして、この節の規定中法人の市民税に

関する規定を適用する。

３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の

定めがあり、かつ、令第４７条に規定する収益事

業を行うもの（当該社団又は財団で収益事業を廃

止したものを含む。第１８条第２項の表第１号に

おいて「人格のない社団等」という。）又は法人

課税信託の引受けを行うものは、法人とみなして、

この節の規定中法人の市民税に関する規定を適用

する。

  第１条中附則第３１条の次に１条を加える改正を次のように改める。

 （軽自動車税の税率の特例）

第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両

番号の指定（以下この条において「初回車両番号

指定」という。）を受けた月から起算して１４年

を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動

車税に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

第９１

条第２

号ア

３，９００円 ４，６００円

６，９００円 ８，２００円

１０，８００円 １２，９００円

３，８００円 ４，５００円

５，０００円 ６，０００円

２ 法附則第３０条第３項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が平成２７年４月１日から平成



２８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合において、平成２８年度分の軽自動車

税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。

第９１

条第２

号ア

３，９００円 １，０００円

６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

３，８００円 １，０００円

５，０００円 １，３００円

３ 法附則第３０条第４項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（ガソリンを内燃機関の燃料として用い

るものに限る。次項において同じ。）に対する第

９１条の規定の適用については、当該軽自動車が

平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合において、

平成２８年度分の軽自動車税に限り、次の表の左

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第９１

条第２

号ア

３，９００円 ２，０００円

６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

４ 法附則第３０条第５項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除く。

）に対する第９１条の規定の適用については、当

該軽自動車が平成２７年４月１日から平成２８年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合において、平成２８年度分の軽自動車税に限

り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

第９１ ３，９００円 ３，０００円

条第２

号ア

６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。



⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

  附 則   附 則

 （施行期日）  （施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める日から施行する。

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める日から施行する。

⑴～⑶ ［略］ ⑴～⑶ ［略］

⑷ 第１条中第９１条（第２号ア(イ)から(エ)までに

係る部分に限る。）の改正並びに附則第４条第

１項及び第６条（第１条の規定による改正後の

さいたま市市税条例（以下「改正後の条例」と

いう。）附則第３２条第１項に係る部分を除く。

）の規定 平成２７年４月１日

⑷ 第１条中第９１条（第２号ア(イ)から(エ)までに

係る部分に限る。）の改正並びに附則第４条第

１項及び第６条（第１条の規定による改正後の

さいたま市市税条例（以下「改正後の条例」と

いう。）附則第３２条に係る部分を除く。）の

規定 平成２７年４月１日

⑸ 第１条中第１４条第２項及び第３項の改正、

第４５条第２項及び第５項の改正、第４８条第

１項の改正、第９１条（第２号ア(イ)から(エ)まで

に係る部分を除く。）の改正並びに第１４３条

第１項の改正並びに附則第３１条を削る改正、

附則第３２条の改正及び附則第３１条の次に１

条を加える改正並びに次条第２項、附則第４条

第２項、第５条及び第６条（改正後の条例附則

第３２条第１項に係る部分に限る。）の規定 

平成２８年４月１日

⑸ 第１条中第１４条第２項及び第３項の改正、

第４５条第２項及び第５項の改正、第４８条第

１項の改正、第９１条（第２号ア(イ)から(エ)まで

に係る部分を除く。）の改正並びに第１４３条

第１項の改正並びに附則第３１条を削る改正、

附則第３２条の改正及び附則第３１条の次に１

条を加える改正並びに次条第２項、附則第４条

第２項、第５条及び第６条（改正後の条例附則

第３２条に係る部分に限る。）の規定 平成２

８年４月１日

⑹ ［略］ ⑹ ［略］

第５条 改正後の条例附則第３２条第１項の規定は、

平成２８年度以後の年度分の軽自動車税について

適用する。

第５条 改正後の条例附則第３２条の規定は、平成

２８年度以後の年度分の軽自動車税について適用

する。

２ 平成１５年１０月１４日前に初めて道路運送車

両法（昭和２６年法律第１８５号）第６０条第１

項後段の規定による車両番号の指定を受けた３輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係る

改正後の条例附則第３２条第１項の規定の適用に

ついては、同条中「受けた月」とあるのは、「受

けた月の属する年の１２月」とする。

２ 平成１５年１０月１４日前に初めて道路運送車

両法（昭和２６年法律第１８５号）第６０条第１

項後段の規定による車両番号の指定を受けた３輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係る

改正後の条例附則第３２条の規定の適用について

は、同条中「受けた月」とあるのは、「受けた月

の属する年の１２月」とする。

第６条 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運

送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番

号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課

する軽自動車税に係る改正後の条例第９１条及び

改正後の条例附則第３２条第１項の規定の適用に

ついては、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。

第６条 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運

送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番

号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課

する軽自動車税に係る改正後の条例第９１条及び

改正後の条例附則第３２条の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

 ［略］

改正後の条例附則第３２条第１項

の表以外の部分
［略］

改正後の条例附則第３２条第１項

の表第９１条第２号アの項
［略］

 ［略］

改正後の条例附則第３２条の表以

外の部分
［略］

改正後の条例附則第３２条の表第

９１条第２号アの項
［略］



附 則

 （施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。

 ⑴ 第１条中第４５条第６項、第４６条第３項、第６４条、第６６条及び第１５２

条第２項の改正並びに附則第１５条の３の２第１項、第１８条の２、第５２条及

び第５４条の改正並びに第２条の規定及び附則第３条の規定 公布の日

 ⑵ 第１条中第１９条第２項及び第２９条の３第４項の改正並びに次条の規定 平

成２８年１月１日

 ⑶ 第１条中附則第１０条第１項及び第３６条の改正並びに附則第４条の規定 平

成２８年４月１日

 （個人の市民税に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後のさいたま市市税条例（以下「改正後の条例」と

いう。）第１９条第２項の規定は、平成２８年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成２７年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

 （固定資産税に関する経過措置）

第３条 改正後の条例附則第１８条の２の表（法附則第１５条の８第４項の項に限る。

）の規定は、平成２７年４月１日以後に新築される地方税法等の一部を改正する法

律（平成２７年法律第２号。以下「平成２７年改正法」という。）第１条の規定に

よる改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条の８第４項に規

定するサービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅に対して課すべき平成２８年度

以後の年度分の固定資産税について適用する。

 （市たばこ税に関する経過措置）

第４条 別段の定めがあるものを除き、平成２８年４月１日前に課した、又は課すべ

きであった第１条の規定による改正前のさいたま市市税条例附則第３６条に規定す

る喫煙用の紙巻たばこ（以下この条において「紙巻たばこ３級品」という。）に係

る市たばこ税については、なお従前の例による。

２ 次の各号に掲げる期間内に、地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同



条第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われる紙巻たばこ３級品に係る市た

ばこ税の税率は、改正後の条例第１０３条の規定にかかわらず、当該各号に定める

税率とする。

⑴ 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで１，０００本につき２，９

２５円

⑵ 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで１，０００本につき３，３

５５円

⑶ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで１，０００本につき４，０

００円

３ 前項の規定の適用がある場合における改正後の条例第１０６条第１項から第４項

までの規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第１０６条第１項 施行規則第３４号の２様

式

地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成２

７年総務省令第３８号）

第１条の規定による改正

前の地方税法施行規則（

以下この条において「平

成２７年改正前の地方税

法施行規則」という。）

第４８号の５様式

第１０６条第２項 施行規則第３４号の２の

２様式

平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

６様式

第１０６条第３項 施行規則第３４号の２の

６様式

平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

９様式

第１０６条第４項 施行規則第３４号の２様 平成２７年改正前の地方



式又は第３４号の２の２

様式

税法施行規則第４８号の

５様式又は第４８号の６

様式

４ 平成２８年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第

２項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１号及び第２号に

規定する売渡しを除く。以下この条において同じ。）が行われた紙巻たばこ３級品

を同日に販売のため所持する卸売販売業者等（改正後の条例第１００条第１項に規

定する卸売販売業者等をいう。以下この条において同じ。）又は小売販売業者があ

る場合において、これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律

第９号。以下「所得税法等改正法」という。）附則第５２条第１項の規定により製

造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの

製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとな

るときは、これらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者

が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小

売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理

する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡した

ものとみなして、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、

当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の

税率は、１，０００本につき４３０円とする。

５ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに、平成２７年改

正法附則第２０条第４項に規定する申告書を平成２８年５月２日までに市長に提出

しなければならない。

６ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成２８年９月３０日までに、その申

告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則

」という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。

７ 第４項の規定により市たばこ税を課する場合においては、同項から前項までに規

定するもののほか、改正後の条例第１１条、第１０６条第４項及び第５項、第１０

６条の２並びに第１０９条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に



掲げる改正後の条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。

第１１条 第１０６条第１項若しく

は第２項、

さいたま市市税条例等の

一部を改正する条例（平

成２７年さいたま市条例

第  号。以下この条及

び第２章第４節において

「平成２７年改正条例」

という。）附則第４条第

６項、

第１１条第２号 第１０６条第１項若しく

は第２項

平成２７年改正条例附則

第４条第５項

第１１条第３号 第４５条第１項の申告書

（法第３２１条の８第２

２項及び第２３項の申告

書を除く。）、第１０６

条第１項若しくは第２項

の申告書、第１１９条第

１項の申告書又は第１４

３条第１項若しくは第２

項の申告書でその提出期

限 

平成２７年改正条例附則

第４条第５項の申告書で

同条第６項に規定する納

期限

第１０６条第４項 法第４７５条第２項 平成２７年改正法附則第

２０条第７項の規定によ

り読み替えて適用する法

第４７５条第２項

第１０６条第５項 第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則

第４条第６項



第１０６条の２ 前条第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則

第４条第５項

当該各項 同項

第１０９条第２項 第１０６条第１項又は第

２項

平成２７年改正条例附則

第４条第６項

８ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、市の区域内

に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡した紙巻たばこ３級品の

うち、第４項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を

受けた場合には、当該市たばこ税に相当する金額を、改正後の条例第１０７条の規

定に準じて、同条の規定による当該紙巻たばこ３級品につき納付された、又は納付

されるべき市たばこ税額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸売販

売業者等に係る市たばこ税額から控除し、又は当該卸売販売業者等に還付する。こ

の場合において、当該卸売販売業者等が改正後の条例第１０６条第１項から第３項

までの規定により市長に提出すべき申告書には、当該返還に係る紙巻たばこ３級品

の品目ごとの本数についての明細を記載した施行規則第１６号の５様式による書類

を添付しなければならない。

９ 平成２９年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第

２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売の

ため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者が

所得税法等改正法附則第５２条第８項の規定により製造たばこの製造者として当該

紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみ

なして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸売

販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等である場合

には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市

の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理する営業所において所持され

るものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税

を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみな

される紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につ



き４３０円とする。

１０ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合に

ついて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第５項 前項 第９項

附則第２０条第４項 附則第２０条第１０項に

おいて準用する同条第４

項

平成２８年５月２日 平成２９年５月１日

第６項 平成２８年９月３０日 平成２９年１０月２日

第７項の表以外の部分 第４項 第９項

から前項まで 並びに附則第４条第１０

項において準用する同条

第５項及び第６項

第７項の表第１１条の項 附則第４条第６項 附則第４条第１０項にお

いて準用する同条第６項

第７項の表第１１条第２

号の項

附則第４条第５項 附則第４条第１０項にお

いて準用する同条第５項

第７項の表第１１条第３

号の項

附則第４条第５項 附則第４条第１０項にお

いて準用する同条第５項

同条第６項 同条第１０項において準

用する同条第６項

第７項の表第１０６条第

４項の項

附則第２０条第７項 附則第２０条第１０項に

おいて準用する同条第７

項

第７項の表第１０６条第

５項の項

附則第４条第６項 附則第４条第１０項にお

いて準用する同条第６項

第７項の表第１０６条の 附則第４条第５項 附則第４条第１０項にお



２の項 いて準用する同条第５項

第７項の表第１０９条第

２項の項

附則第４条第６項 附則第４条第１０項にお

いて準用する同条第６項

第８項 第４項 第９項

１１ 平成３０年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条

第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売

のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者

が所得税法等改正法附則第５２条第１０項の規定により製造たばこの製造者として

当該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したもの

とみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が

卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等である

場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合に

は市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理する営業所において所持

されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たば

こ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものと

みなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本

につき６４５円とする。

１２ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合に

ついて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第５項 前項 第１１項

附則第２０条第４項 附則第２０条第１２項に

おいて準用する同条第４

項

平成２８年５月２日 平成３０年５月１日

第６項 平成２８年９月３０日 平成３０年１０月１日

第７項の表以外の部分 第４項 第１１項

から前項まで 並びに附則第４条第１２



項において準用する同条

第５項及び第６項

第７項の表第１１条の項 附則第４条第６項 附則第４条第１２項にお

いて準用する同条第６項

第７項の表第１１条第２

号の項

附則第４条第５項 附則第４条第１２項にお

いて準用する同条第５項

第７項の表第１１条第３

号の項

附則第４条第５項 附則第４条第１２項にお

いて準用する同条第５項

同条第６項 同条第１２項において準

用する同条第６項

第７項の表第１０６条第

４項の項

附則第２０条第７項 附則第２０条第１２項に

おいて準用する同条第７

項

第７項の表第１０６条第

５項の項

附則第４条第６項 附則第４条第１２項にお

いて準用する同条第６項

第７項の表第１０６条の

２の項

附則第４条第５項 附則第４条第１２項にお

いて準用する同条第５項

第７項の表第１０９条第

２項の項

附則第４条第６項 附則第４条第１２項にお

いて準用する同条第６項

第８項 第４項 第１１項

１３ 平成３１年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条

第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売

のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者

が所得税法等改正法附則第５２条第１２項の規定により製造たばこの製造者として

当該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したもの

とみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が

卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等である

場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合に



は市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理する営業所において所持

されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たば

こ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものと

みなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本

につき１，２６２円とする。

１４ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合に

ついて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第５項 前項 第１３項

附則第２０条第４項 附則第２０条第１４項に

おいて準用する同条第４

項

平成２８年５月２日 平成３１年４月３０日

第６項 平成２８年９月３０日 平成３１年９月３０日

第７項の表以外の部分 第４項 第１３項

から前項まで 並びに附則第４条第１４

項において準用する同条

第５項及び第６項

第７項の表第１１条の項 附則第４条第６項 附則第４条第１４項にお

いて準用する同条第６項

第７項の表第１１条第２

号の項

附則第４条第５項 附則第４条第１４項にお

いて準用する同条第５項

第７項の表第１１条第３

号の項

附則第４条第５項 附則第４条第１４項にお

いて準用する同条第５項

同条第６項 同条第１４項において準

用する同条第６項

第７項の表第１０６条第

４項の項

附則第２０条第７項 附則第２０条第１４項に

おいて準用する同条第７



項

第７項の表第１０６条第

５項の項

附則第４条第６項 附則第４条第１４項にお

いて準用する同条第６項

第７項の表第１０６条の 附則第４条第５項 附則第４条第１４項にお

２の項 いて準用する同条第５項

第７項の表第１０９条第

２項の項

附則第４条第６項 附則第４条第１４項にお

いて準用する同条第６項

第８項 第４項 第１３項


